
議案第３６号 

職員の育児休業等に関する条例中一部改正の件 

職員の育児休業等に関する条例を次のとおり一部改正しようとするものであります。 

令和４年９月２１日提出 

芽室町長 手 島  旭  

職員の育児休業等に関する条例の一部を改正する条例 

職員の育児休業等に関する条例（平成４年条例第29号）の一部を次のように改正す

る。 

第２条第３号中「次のいずれかに該当する非常勤職員」を「非常勤職員であって、

次のいずれかに該当するもの」に改め、同号ア（ア）中「いう。）（」の次に「当該

子の出生の日から第３条の２に規定する期間内に育児休業をしようとする場合にあっ

ては当該期間の末日から６月を経過する日、」を加え、「、２歳」を「当該子が２歳」

に改め、同号イを次のように改める。 

イ 次のいずれかに該当する非常勤職員 

（ア） その養育する子が１歳に達する日（以下「１歳到達日」という。）

（当該子について当該非常勤職員が第２条の２第２号に掲げる場合に該当

してする育児休業の期間の末日とされた日が当該子の１歳到達日後である

場合にあっては、当該末日とされた日。以下（ア）において同じ。）にお

いて育児休業をしている非常勤職員であって、同条第３号に掲げる場合に

該当して当該子の１歳到達日の翌日を育児休業の期間の初日とする育児休

業をしようとするもの 

（イ） その任期の末日を育児休業の期間の末日とする育児休業をしている場

合であって、当該任期を更新され、又は当該任期の満了後引き続いて特定

職に採用されることに伴い、当該育児休業に係る子について、当該更新前

の任期の末日の翌日又は当該採用の日を育児休業の期間の初日とする育児

休業をしようとするもの 

第２条第３号ウを削る。 

第２条の２第３号を次のように改める。 

(３) １歳から１歳６か月に達するまでの子を養育する非常勤職員が、次に掲げ

る場合のいずれにも該当する場合（当該子についてこの号に掲げる場合に該当

して育児休業をしている場合であって第３条第６号に掲げる事情に該当すると

きはイ及びウに掲げる場合に該当する場合、規則で定める特別の事情がある場
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合にあってはウに掲げる場合に該当する場合） 当該子が１歳６か月に達する

日 

ア 当該非常勤職員が当該子の１歳到達日（当該非常勤職員が前号に掲げる場合

に該当してする育児休業又は当該非常勤職員の配偶者が同号に掲げる場合若し

くはこれに相当する場合に該当してする地方等育児休業の期間の末日とされた

日が当該子の１歳到達日後である場合にあっては、当該末日とされた日（当該

育児休業の期間の末日とされた日と当該地方等育児休業の期間の末日とされた

日が異なるときは、そのいずれかの日））の翌日（当該配偶者がこの号に掲げ

る場合又はこれに相当する場合に該当して地方等育児休業をする場合にあって

は、当該地方等育児休業の期間の末日とされた日の翌日以前の日）を育児休業

の期間の初日とする育児休業をしようとする場合 

イ 当該子について、当該非常勤職員が当該子の１歳到達日（当該非常勤職員が

前号に掲げる場合に該当してする育児休業の期間の末日とされた日が当該子の

１歳到達日後である場合にあっては、当該末日とされた日）において育児休業

をしている場合又は当該非常勤職員の配偶者が当該子の１歳到達日（当該配偶

者が同号に掲げる場合又はこれに相当する場合に該当してする地方等育児休業

の期間の末日とされた日が当該子の１歳到達日後である場合にあっては、当該

末日とされた日）において地方等育児休業をしている場合 

ウ 当該子の１歳到達日後の期間について育児休業をすることが継続的な勤務の

ために特に必要と認められる場合として規則で定める場合に該当する場合 

エ 当該子について、当該非常勤職員が当該子の１歳到達日（当該非常勤職員が

前号に掲げる場合に該当してする育児休業の期間の末日とされた日が当該子の

１歳到達日後である場合にあっては、当該末日とされた日）後の期間において

この号に掲げる場合に該当して育児休業をしたことがない場合 

第２条の３を次のように改める。 

（育児休業法第２条第１項の条例で定める場合）     

第２条の３ 育児休業法第２条第１項の条例で定める場合は、１歳６か月から２歳

に達するまでの子を養育する非常勤職員が、次の各号に掲げる場合のいずれにも

該当する場合（当該子についてこの条の規定に該当して育児休業をしている場合

であって次条第６号に掲げる事情に該当するときは第２号及び第３号に掲げる場

合に該当する場合、規則で定める特別の事情がある場合にあっては同号に掲げる

場合に該当する場合）とする。 
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(１) 当該非常勤職員が当該子の１歳６か月到達日の翌日（当該非常勤職員の配偶

者がこの条の規定に該当し、又はこれに相当する場合に該当して地方等育児休業

をする場合にあっては、当該地方等育児休業の期間の末日とされた日の翌日以前

の日）を育児休業の期間の初日とする育児休業をしようとする場合 

(２) 当該子について、当該非常勤職員が当該子の１歳６か月到達日において育児

休業をしている場合又は当該非常勤職員の配偶者が当該子の１歳６か月到達日に

おいて地方等育児休業をしている場合 

(３) 当該子の１歳６か月到達日後の期間について育児休業をすることが継続的な

勤務のために特に必要と認められる場合として規則で定める場合に該当する場合 

(４) 当該子について、当該非常勤職員が当該子の１歳６か月到達日後の期間にお

いてこの条の規定に該当して育児休業をしたことがない場合 

第２条の４を削る。 

第３条中第４号を削り、第５号を第４号とし、第６号を第５号とし、同条第７号を

次のように改め、同号を同条第６号とする。 

(６) 任期を定めて採用された職員であって、当該任期の末日を育児休業の期間

の末日とする育児休業をしているものが、当該任期を更新され、又は当該任期

の満了後引き続いて特定職に採用されることに伴い、当該育児休業に係る子に

ついて、当該更新前の任期の末日の翌日又は当該採用の日を育児休業の期間の

初日とする育児休業をしようとすること。 

第３条の次に次の１条を加える。 

（育児休業法第２条第１項第１号の人事院規則で定める期間を基準として条例で

定める期間） 

第３条の２ 育児休業法第２条第１項第１号の人事院規則で定める期間を基準として

条例で定める期間は、57日間とする。 

第９条第５号中「育児休業等計画書による」を「育児短時間勤務計画書により」に

改める。 

附 則 

 （施行期日） 

第１条 この条例は、令和４年10月１日から施行する。 
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 （経過措置） 

第２条 この条例の施行の日前に育児休業等計画書を提出した職員に対するこの条例

による改正前の第３条（第４号に係る部分に限る。）及び第９条（第５号に係る

部分に限る。）の規定の適用については、なお従前の例による。 

 

 

 

説 明 

人事院規則及び人事院運用通知の改正内容に基づき、育児休業の取得回数制限の緩

和及び非常勤職員の育児休業取得要件緩和のほか、所要の整備等をするため、本条例

を改正しようとするものであります。 
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職員の育児休業等に関する条例の一部を改正する条例新旧対照表 

改正案 現 行 

（育児休業をすることができない職員） 

第２条 育児休業法第２条第１項の条例で定める職員は、次に掲げ

る職員とする。 

(１)と(２) －略－ 

(３) 非常勤職員であって、次のいずれかに該当するもの以外の

非常勤職員 

ア 次のいずれにも該当する非常勤職員 

（ア） その養育する子が１歳６か月に達する日（以下「１

歳６か月到達日」という。）（当該子の出生の日から第３

条の２に規定する期間内に育児休業をしようとする場合に

あっては当該期間の末日から６月を経過する日、第２条の

３の規定に該当する場合にあっては当該子が２歳に達する

日）までに、その任期（任期が更新される場合にあって

は、更新後のもの）が満了すること及び引き続いて任命権

者を同じくする職（以下「特定職」という。）に採用され

ないことが明らかでない非常勤職員 

（イ） －略－ 

イ 次のいずれかに該当する非常勤職員 

（ア） その養育する子が１歳に達する日（以下「１歳到達

日」という。）（当該子について当該非常勤職員が第２条

の２第２号に掲げる場合に該当してする育児休業の期間の

（育児休業をすることができない職員） 

第２条 育児休業法第２条第１項の条例で定める職員は、次に掲げ

る職員とする。 

(１)と(２) －略－ 

(３) 次のいずれかに該当する非常勤職員以外の非常勤職員 

 

ア 次のいずれにも該当する非常勤職員 

（ア） その養育する子が１歳６か月に達する日（以下「１

歳６か月到達日」という。）（第２条の３の規定に該当す

る場合にあっては、２歳に達する日）までに、その任期

（任期が更新される場合にあっては、更新後のもの）が満

了すること及び引き続いて任命権者を同じくする職（以下

「特定職」という。）に採用されないことが明らかでない

非常勤職員 

 

 

（イ） －略－ 

イ 次条第３号に掲げる場合に該当する非常勤職員（その養育

する子の１歳到達日（当該子について当該非常勤職員がする

育児休業の期間の末日とされた日が当該子の１歳到達日後で

ある場合にあっては、当該末日とされた日）において育児休

参
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改正案 現 行 

末日とされた日が当該子の１歳到達日後である場合にあっ

ては、当該末日とされた日。以下（ア）において同じ。）

において育児休業をしている非常勤職員であって、同条第

３号に掲げる場合に該当して当該子の１歳到達日の翌日を

育児休業の期間の初日とする育児休業をしようとするもの 

（イ） その任期の末日を育児休業の期間の末日とする育児

休業をしている場合であって、当該任期を更新され、又は

当該任期の満了後引き続いて特定職に採用されることに伴

い、当該育児休業に係る子について、当該更新前の任期の

末日の翌日又は当該採用の日を育児休業の期間の初日とす

る育児休業をしようとするもの 

 

 

 

 

 

 

（育児休業法第２条第１項の条例で定める日） 

第２条の２ 育児休業法第２条第１項の条例で定める日は、次の各

号に掲げる場合の区分に応じ、当該各号に定める日とする。 

(１)と(２) －略－ 

(３) １歳から１歳６か月に達するまでの子を養育する非常勤職

員が、次に掲げる場合のいずれにも該当する場合（当該子につ

業をしている非常勤職員に限る。）＿ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ウ その任期の末日を育児休業の期間の末日とする育児休業を

している非常勤職員であって、当該育児休業に係る子につい

て、当該任期が更新され、又は当該任期の満了後に特定職に

引き続き採用されることに伴い、当該任期の末日の翌日又は

当該引き続き採用される日を育児休業の期間の初日とする育

児休業をしようとするもの 

（育児休業法第２条第１項の条例で定める日） 

第２条の２ 育児休業法第２条第１項の条例で定める日は、次の各

号に掲げる場合の区分に応じ、当該各号に定める日とする。 

(１)と(２) －略－ 

(３) １歳から１歳６か月に達するまでの子を養育するため、非

常勤職員が当該子の１歳到達日（当該子を養育する非常勤職員
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改正案 現 行 

いてこの号に掲げる場合に該当して育児休業をしている場合で

あって第３条第６号に掲げる事情に該当するときはイ及びウに

掲げる場合に該当する場合、規則で定める特別の事情がある場

合にあってはウに掲げる場合に該当する場合） 当該子が１歳

６か月に達する日 

ア 当該非常勤職員が当該子の１歳到達日（当該非常勤職員が

前号に掲げる場合に該当してする育児休業又は当該非常勤職

員の配偶者が同号に掲げる場合若しくはこれに相当する場合

に該当してする地方等育児休業の期間の末日とされた日が当

該子の１歳到達日後である場合にあっては、当該末日とされ

た日（当該育児休業の期間の末日とされた日と当該地方等育

児休業の期間の末日とされた日が異なるときは、そのいずれ

かの日））の翌日（当該配偶者がこの号に掲げる場合又はこ

れに相当する場合に該当して地方等育児休業をする場合にあ

っては、当該地方等育児休業の期間の末日とされた日の翌日

以前の日）を育児休業の期間の初日とする育児休業をしよう

とする場合 

イ 当該子について、当該非常勤職員が当該子の１歳到達日

（当該非常勤職員が前号に掲げる場合に該当してする育児休

業の期間の末日とされた日が当該子の１歳到達日後である場

合にあっては、当該末日とされた日）において育児休業をし

ている場合又は当該非常勤職員の配偶者が当該子の１歳到達

日（当該配偶者が同号に掲げる場合又はこれに相当する場合

が前号に掲げる場合に該当してする育児休業又は当該非常勤職

員の配偶者が同号に掲げる場合若しくはこれに相当する場合に

該当してする地方等育児休業の期間の末日とされた日が当該子

の１歳到達日後である場合にあっては、当該末日とされた日

（当該育児休業の期間の末日とされた日と当該地方等育児休業

の期間の末日とされた日が異なるときは、そのいずれかの

日））の翌日（当該子の１歳到達日後の期間においてこの号に

掲げる場合に該当してその任期の末日を育児休業の期間の末日

とする育児休業をしている非常勤職員であって、当該任期が更

新され、又は当該任期の満了後に特定職に引き続き採用される

ものにあっては、当該任期の末日の翌日又は当該引き続き採用

される日）を育児休業の期間の初日とする育児休業をしようと

する場合であって、次に掲げる場合のいずれにも該当するとき 

  当該子が１歳６か月に達する日 

ア 当該子について、当該非常勤職員が当該子の１歳到達日

（当該非常勤職員がする育児休業の期間の末日とされた日が

当該子の１歳到達日後である場合にあっては、当該末日とさ

れた日）において育児休業をしている場合又は当該非常勤職

員の配偶者が当該子の１歳到達日（当該配偶者がする地方等

育児休業の期間の末日とされた日が当該子の１歳到達日後で

ある場合にあっては、当該末日とされた日）において地方等

育児休業をしている場合 

イ 当該子の１歳到達日後の期間について育児休業をすること
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改正案 現 行 

に該当してする地方等育児休業の期間の末日とされた日が当

該子の１歳到達日後である場合にあっては、当該末日とされ

た日）において地方等育児休業をしている場合 

ウ 当該子の１歳到達日後の期間について育児休業をすること

が継続的な勤務のために特に必要と認められる場合として規

則で定める場合に該当する場合 

エ 当該子について、当該非常勤職員が当該子の１歳到達日

（当該非常勤職員が前号に掲げる場合に該当してする育児休

業の期間の末日とされた日が当該子の１歳到達日後である場

合にあっては、当該末日とされた日）後の期間においてこの

号に掲げる場合に該当して育児休業をしたことがない場合 

（育児休業法第２条第１項の条例で定める場合） 

第２条の３ 育児休業法第２条第１項の条例で定める場合は、１歳

６か月から２歳に達するまでの子を養育する非常勤職員が、次の

各号に掲げる場合のいずれにも該当する場合（当該子についてこ

の条の規定に該当して育児休業をしている場合であって次条第６

号に掲げる事情に該当するときは第２号及び第３号に掲げる場合

に該当する場合、規則で定める特別の事情がある場合にあっては

同号に掲げる場合に該当する場合）とする。 

(１) 当該非常勤職員が当該子の１歳６か月到達日の翌日（当該

非常勤職員の配偶者がこの条の規定に該当し、又はこれに相当

する場合に該当して地方等育児休業をする場合にあっては、当

該地方等育児休業の期間の末日とされた日の翌日以前の日）を

が継続的な勤務のために特に必要と認められる場合として規

則で定める場合に該当する場合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（育児休業法第２条第１項の条例で定める場合） 

第２条の３ 育児休業法第２条第１項の条例で定める場合は、１歳

６か月から２歳に達するまでの子を養育するため、非常勤職員が

当該子の１歳６か月到達日の翌日（当該子の１歳６か月到達日後

の期間においてこの条の規定に該当してその任期の末日を育児休

業の期間の末日とする育児休業をしている非常勤職員であって、

当該任期が更新され、又は当該任期の満了後に特定職に引き続き

採用されるものにあっては、当該任期の末日の翌日又は当該引き

続き採用される日）を育児休業の期間の初日とする育児休業をし

ようとする場合であって、次の各号のいずれにも該当するときと

する。 

(１) 当該子について、当該非常勤職員が当該子の１歳６か月到
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改正案 現 行 

育児休業の期間の初日とする育児休業をしようとする場合 

(２) 当該子について、当該非常勤職員が当該子の１歳６か月到

達日において育児休業をしている場合又は当該非常勤職員の配

偶者が当該子の１歳６か月到達日において地方等育児休業をし

ている場合 

(３) 当該子の１歳６か月到達日後の期間について育児休業をす

ることが継続的な勤務のために特に必要と認められる場合とし

て規則で定める場合に該当する場合 

(４) 当該子について、当該非常勤職員が当該子の１歳６か月到

達日後の期間においてこの条の規定に該当して育児休業をした

ことがない場合 

 

 

 

 

（育児休業法第２条第１項ただし書の条例で定める特別の事情） 

第３条 育児休業法第２条第１項の条例で定める特別の事情は、次

に掲げる事情とする。 

(１)～(３) －略－ 

 

 

 

 

達日において育児休業をしている場合又は当該非常勤職員の配

偶者が当該子の１歳６か月到達日において地方等育児休業をし

ている場合 

(２) 当該子の１歳６か月到達日後の期間について育児休業をす

ることが継続的な勤務のために特に必要と認められる場合とし

て規則で定める場合に該当する場合 

 

 

 

 

 

（育児休業法第２条第１項ただし書の人事院規則で定める期間を

基準として条例で定める期間） 

第２条の４ 育児休業法第２条第１項ただし書の人事院規則で定め

る期間を基準として条例で定める期間は、57日間とする。 

（育児休業法第２条第１項ただし書の条例で定める特別の事情） 

第３条 育児休業法第２条第１項の条例で定める特別の事情は、次

に掲げる事情とする。 

(１)～(３) －略－ 

(４) 育児休業（この号の規定に該当したことにより当該育児休

業に係る子について既にしたものを除く。）の終了後、３月以

上の期間を経過したこと（当該育児休業をした職員が、当該育

児休業の承認の請求の際育児休業により当該子を養育するため
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改正案 現 行 

 

 

(４)  －略－ 

(５)  －略－ 

(６) 任期を定めて採用された職員であって、当該任期の末日を

育児休業の期間の末日とする育児休業をしているものが、当該

任期を更新され、又は当該任期の満了後引き続いて特定職に採

用されることに伴い、当該育児休業に係る子について、当該更

新前の任期の末日の翌日又は当該採用の日を育児休業の期間の

初日とする育児休業をしようとすること。 

（育児休業法第２条第１項第１号の人事院規則で定める期間を基

準として条例で定める期間） 

第３条の２ 育児休業法第２条第１項第１号の人事院規則で定める

期間を基準として条例で定める期間は、57日間とする。 

（育児短時間勤務の終了の日の翌日から起算して１年を経過しな

い場合に育児短時間勤務をすることができる特別の事情） 

第９条 育児休業法第10条第１項ただし書の条例で定める特別の事

情は、次に掲げる事情とする。 

(１)～(４) －略－ 

(５) 育児短時間勤務（この号の規定に該当したことにより当該

育児短時間勤務に係る子について既にしたものを除く。）の終

了後、３月以上の期間を経過したこと（当該育児短時間勤務を

した職員が、当該育児短時間勤務の承認の請求の際育児短時間

の計画について育児休業等計画書による任命権者に申し出た場

合に限る。）。 

(５)  －略－ 

(６)  －略－ 

(７) その任期の末日を育児休業の期間の末日とする育児休業を

している非常勤職員が、当該育児休業に係る子について、当該

任期が更新され、又は当該任期の満了後に特定職に引き続き採

用されることに伴い、当該任期の末日の翌日又は当該引き続き

採用される日を育児休業の期間の初日とする育児休業をしよう

とすること。 

 

 

 

 

（育児短時間勤務の終了の日の翌日から起算して１年を経過しな

い場合に育児短時間勤務をすることができる特別の事情） 

第９条 育児休業法第10条第１項ただし書の条例で定める特別の事

情は、次に掲げる事情とする。 

(１)～(４) －略－ 

(５) 育児短時間勤務（この号の規定に該当したことにより当該

育児短時間勤務に係る子について既にしたものを除く。）の終

了後、３月以上の期間を経過したこと（当該育児短時間勤務を

した職員が、当該育児短時間勤務の承認の請求の際育児短時間
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改正案 現 行 

勤務により当該子を養育するための計画について育児短時間勤

務計画書により任命権者に申し出た場合に限る。）。 

附 則 

 （施行期日） 

第１条 この条例は、令和４年10月１日から施行する。 

 （経過措置） 

第２条 この条例の施行の日前に育児休業等計画書を提出した職員

に対するこの条例による改正前の第３条（第４号に係る部分に限

る。）及び第９条（第５号に係る部分に限る。）の規定の適用に

ついては、なお従前の例による。 

勤務により当該子を養育するための計画について育児休業等計

画書による任命権者に申し出た場合に限る。）。 
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職員の育児休業等に関する条例中一部改正の件について

１　改正趣旨

　妊娠・出産・育児等と仕事の両立支援に関して、昨年８月10日に人事院より国家公務員に係る当該措置を「公務員人事管理

管理に関する報告」等の中で定め、これに関し、育児休業の取得回数制限の緩和及び非常勤職員の育児休業の取得要件の緩

和等の実施については、令和４年10月１日の施行となったもの。

２　改正事項

　（１）育児休業制度改正事項

　　ア　育児休業を原則２回（現行：原則１回）まで取得可能とする。

　　　（ア） 子の３歳の誕生日の前日まで、育児休業を原則２回（現行：原則１回）まで取得可能。

　　　（イ） 上記育児休業とは別に、産後パパ育休（子の出生日から57日間以内にする育児休業）を２回（現行１回）まで取得可

　　　　　　 能とする。

　　イ　期末・勤勉手当の取扱い

　　　子の出生日から57日間以内にする育児休業とそれ以外の期間にする育児休業のそれぞれについて、承認を受けた期間

　　　が１か月以下であるものは除算（減額）の対象とならない。（現行：すべて除算対象としている。）

　　ウ　請求期限について、子の出生日から57日間以内にする育児休業の場合、２週間前までに短縮される。

　　（ア）　原則、休業開始希望日の１月前までに請求する。

　　（イ）　子の出生日から５７日間内に育児休業をしようとする場合は、休業開始希望日の２週間前（現行：１月前）までに請求

　　　　　　する。

　　エ　育児参加のための休暇の新設

　　　妻の出産予定日の６週間前の日から出産の日以後１年を経過する日までの期間において、５日の範囲内で使用可能。

　　　（男性職員を対象とする。）

参考資料２

出生日 出生日から57日目

産後パパ育休① 産後パパ育休② 育児休業① 育児休業②

出生日 出生日から57日目

産後パパ育休 育児休業

それぞれ１か月以下であれば、いず

れも除算の対象とならない
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　（１）育児休業制度改正事項

　　ア　育児休業を原則２回（現行：原則１回）まで取得可能とする。

　　（取得要件）

　　　・勤務日が週３日以上又は年１２１日以上、かつ子が１歳６か月になる日までに任期（更新後のものを含む）が満了することが明らかでない非常勤職員。

　　（請求期限）

　　　・原則、休業開始希望日の１月前までに請求する。

　　イ　産後パパ育休（子の出生日から５７日間以内にする育児休業）の取得要件の緩和及び請求期限の短縮

　　（取得要件）

　　　・勤務日が週３日以上又は年１２１日以上、かつ子が１歳６か月になる日までに任期（更新後のものを含む）が満了することが明らかでない非常勤職員。

　　　・子の出生日から５７日目より６月を経過する日（現行：子が１歳６か月になる日）までに任期（更新後のものを含む）が満了することが明らかでないもの。

　　　　→上記いずれも満たす職員

　　（請求期限）

　　　・休業開始希望日の２週間前（現行：１月前）までに請求

　　ウ　非常勤職員の子が１歳以降の育児休業の取得の柔軟化

　　夫婦交替での取得や、特別な事情がある場合の柔軟な取得を可能とするための規定を整備する。

【改正前】

【改正後】　１歳到達日以降、配偶者と交替で取得が可能 　【改正後】　特別の事情（※）がある場合、より柔軟な取得が可能

　（※）他の子の育児休業を承認するため育児休業を取り消した後、当該他の子が死亡したこと等

職員又は配偶者が育児休業

１歳到達日 １歳６か月到達日

育児休業

１歳到達日に職員又は配偶者が育児休業をしている １歳到達日の翌日を育児休業の初日とする

職員又は配偶

者が育児休業

１歳到達日 １歳６か月到達日

配偶者が育児休業

配偶者が１歳６か月までの子を養育するための育児休業をしている場合は、その育児休

業の末日の翌日以前の日を育児休業の初日とすることが可能

職員又は配偶者が育

児休業

１歳到達日 １歳６か月到達日

育児休業

１歳到達日に育児休業をして

いない場合の取得が可能

１歳到達日の翌日

以外を育児休業の

初日として取得が

可能

育児休業 ※１歳以降、原則１回

子が１歳から１歳６

か月までの期間に

おいて、複数回の

取得が可能

参考資料３非常勤職員

出生日 出生日から57日目

産後パパ育休① 産後パパ育休② 育児休業① 育児休業②

1歳到達日

保育所の利用ができない等、特に必要と認められる場合は、１歳６か月まで

（さらに特に必要と認められる場合は、２歳まで）育児休業の取得ができる。

育児休業
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